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第１章 計画策定の基本的な考え方 

Ⅰ 計画の概要 

 

１ 計画策定の趣旨  

男女が性別にとらわれず社会の対等な構成員として、自らの意思によって社

会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、かつ、共に責任を

担う男女共同参画社会を実現するため、本県では、茨城県男女共同参画推進条

例に基づく基本的な計画として、平成 28(2016)年 3 月に「茨城県男女共同参

画基本計画(第 3次)～人が変わる 組織が変わる 社会が変わる～」を策定し、

県民・事業者・団体との連携・協力のもと、様々な分野において計画に基づく

施策を総合的に推進してまいりました。 

しかしながらこの間、急速な人口減少社会の進展と少子高齢化、経済・社会

のグローバル化の進行、ＡＩなどの技術進歩、若年層を中心とした人口の東京

への一極集中など、社会情勢は大きく変化しています。一方で、男女共同参画・

女性活躍を推進するための関係法制度の整備や、我が国も賛同したＳＤＧｓ

（持続可能な開発目標）の達成に向けた世界的な取組も進んできています。 

こうした中、男女共同参画に対する県民の理解は深まりつつあり、社会の

様々な分野への女性の参画は進んできていますが、固定的な性別役割分担意識

はいまだ根強く残っています。とりわけ、出産・子育て期、介護期の女性たち

は、仕事と家庭の両立が困難で退職したり、再就職した後も、非正規雇用など

不安定な雇用や能力に見合わない仕事を担うなど、雇用の場で不利な状況にお

かれています。このほか、女性に対する暴力や、性的指向や性自認を理由とす

る不当な差別的取扱いなど、様々な課題が存在しています。 

活力ある地域社会をつくるためには、女性の更なる社会参画の促進はもとよ

り、県民の意識改革、男女の働き方の見直し、女性に対する暴力の根絶など、

多様性を認め合う男女共同参画社会の実現に向けた取組が一層求められてい

ます。 

加えて、頻発する大規模災害や世界規模の感染症の流行は、全ての人の生活

を脅かすと同時に、男女に異なる影響をもたらし、平常時の固定的な性別役割

分担意識を反映したジェンダーに起因する様々な課題を一層顕在化させてい

ます。このことから、平常時からあらゆる施策の中に、男女共同参画の視点を

含めることが重要であり、非常時において、女性や脆弱な状況にある人々に負

担が集中したり、困難が深刻化したりしないような配慮が求められています。 

このような状況を踏まえ、男女共同参画を取り巻く社会情勢の変化や様々な

課題に対応するとともに、国の男女共同参画基本計画を勘案して、中長期的な

展望に立った本県の男女共同参画社会の実現に向けた取組の方向性を示すた

め、新たな茨城県男女共同参画基本計画を策定します。 
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２ 計画の基本理念 

  「茨城県男女共同参画推進条例」第 3条に規定する基本理念に基づき、こ

の計画で目指すべき社会は、以下のとおりとします。 

(1) 男女が、性別により差別されることなく、その人権が尊重される社会 

(2) 男女一人ひとりが、個人として能力を十分に発揮する機会が確保され、 

多様な生き方が選択できる社会  

(3) 男女が社会の対等な構成員として、政策・方針の立案及び決定に共同 

参画する社会 

(4) 男女が家庭生活と社会活動を両立でき、対等な立場で参画し、責任を 

分かちあう社会 

(5) 国際社会の男女共同参画の取組を踏まえ、国際的協調のもとで男女共同 

参画が推進される社会 

 

 

３ 計画の性格 

(1) 「茨城県男女共同参画推進条例」の 5つの基本理念にのっとり、男女共

同参画の推進に関する施策の総合的かつ計画的な実施を図るための基本

的な計画です。 

(2) 「男女共同参画社会基本法」（平成 11 年法律第 78 号）第 14 条第 1項の

規定に基づき、国の「男女共同参画基本計画」を勘案した法定計画です。 

(3) ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の視点も踏まえ、県民・事業者・関係

団体、ＮＰＯ、国、市町村など多様な主体との緊密な連携のもと、男女共

同参画社会の実現に向けて取り組むための指針となる計画です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【出典】国際連合広報センターホームぺージ 
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４ 計画の体系 

(1) 計画を推進するための基本的方向 

基本目標Ⅰ あらゆる分野における男女共同参画の推進 

施策の方向性１ 政策・方針決定過程への女性の参画拡大 

施策の方向性２ 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の 

調和 

施策の方向性３ 地域・農山漁村における男女共同参画の推進 

施策の方向性４ 科学技術・学術における男女共同参画の推進 

 

基本目標Ⅱ 安全・安心な暮らしの実現 

施策の方向性１ あらゆる暴力の根絶 

施策の方向性２ 男女共同参画の視点に立った生活上の困難に対する 

支援と多様性を尊重する環境の整備 

施策の方向性３ 生涯を通じた健康支援 

施策の方向性４ 防災・復興における男女共同参画の推進 

 

基本目標Ⅲ 男女共同参画社会の実現に向けた基盤の整備 

施策の方向性１ 男女共同参画の視点に立った各種制度等の整備 

施策の方向性２ 教育・メディア等を通じた男女双方の意識改革、理解 

の促進 

(2) 推進体制と進行管理 

１ 県の推進体制の充実 

２ 連携の強化 

３ 進行管理等 

 

５ 計画の期間 

  計画期間は令和 3(2021)年度から令和 7(2025)年度までの 5 年間とします。 
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Ⅱ 男女共同参画を取り巻く潮流 

１ 少子高齢化と人口減少社会 

・ 県の人口は、2000 年の約 299 万人を頂点として、2010 年には 297 万人、

2015 年は 292 万人と減少に転じており、国立社会保障・人口問題研究所

の推計によると、2045 年には約 224 万人まで減少し、最も人口が多かっ

た 2000 年に比べると、総人口は約 299 万人から約 75 万人、25％、生産年

齢人口は約 91 万人、44％の減少が見込まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 世帯の家族類型別割合を見てみると、「夫婦と子供」世帯の割合が低下、「単

独」世帯・「夫婦のみ」世帯の割合が上昇しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【出典】茨城県統計課「平成 27 年国勢調査人口等基本集計結果概要（確定数）世帯の家族類型 
【注記】平成 12 年から平成 17 年までの数値は、新分類区分による遡及集計結果による 
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【図 1_(茨城県)総人口と人口構成の推移】 

【図 2-1_(茨城県)世帯の家族累計割合等の推移】 

実績値 推計値 

単独世帯 
夫 婦 の み

の世帯 
夫婦と子供から 

成る世帯 

ひとり親と
子供から成
る世帯 

その他世帯 

核家族世帯 

【出典】 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 
【注記】 2020 年以降は「国立社会保障・人口問題研究所」のデータ（平成 30 年 3月公表）に基づく推計値。 
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・ また、65 歳以上の高齢単身世帯数も増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

・ 本県の平均初婚年齢は、平成 27(2015）年以降は横ばい傾向にあります

が、長期的には男性、女性とも上昇し、晩婚化が進んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 本県の合計特殊出生率（１人の女性が生涯に産む子供の推定人数）は、

近年は全国値と近い数値で推移しており、令和元(2019)年は茨城県1.39、

全国 1.36 となりました。なお、出生数は 18,004 人で、前年の 19,368 人

から 1,364 人減少しました。 
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【図 3_(茨城県・全国)平均初婚年齢の推移】 

【図 4_(茨城県・全国)合計特殊出生率の推移】 

【出典】「人口動態統計」（厚生労働省） 

【出典】「人口動態統計」（厚生労働省） 

(歳) 

【図 2-2_(茨城県)65 歳以上の高齢単身世帯数の推移】 (単位：人、世帯) 
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・ 「令和元年度茨城県男女の働き方と生活に関する調査」（以下「令和元  

年度県民意識調査」という。）によると、回答者の約 5 割は、理想とする

子どもの数より実際の子どもの数が少ないと回答しています。理想とする

子どもの数が 3 人以上であるものが回答者の 54％と過半数であるのに対

して、実際の子どもの数を 3 人以上とする回答者の割合は 20％にとどま

っています。 

その理由として、「子どもの教育等経済的負担が増えるため」、「出産・

子育ての身体的・心理的負担が大きいため」、「欲しいけれどできないため」

などが挙げられています。 
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【図 5_(茨城県)理想とする子どもの数と実際の子どもの数】 （単位：％） 
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・ 本県の総人口に占める 65 歳以上の人口割合（高齢化率）は、年々増加

しており、男女別では、男性より女性の高齢化率が高くなっています（令

和元年度茨城県男女別高齢化率：男性 26.6％、女性 32.2％）。 

・ 総人口に占める 75 歳以上の人口割合も年々増加しています。また、75

歳以上になると要介護認定を受ける人の割合が大きく増加します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

・ 全国的に見ると、同居の主な介護者は、男女別では、女性の割合が高い

ものの、男性の割合が増加しています。また、続柄別では、「子の配偶者

（女性）」が大きく減少し、「息子」が増加しています。また、平成 28(2016)

年は男女ともに 5 割以上が働きながら介護をしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 平成 28(2016)年の介護と仕事の関係（仕事の有無や働き方）は、男女

で大きく異なっています。例えば、介護者のうち、フルタイムで働く人
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【図 6-1_(茨城県)高齢化率の推移】 

【出典】S50～H27 までは国勢調査 
H28～R2 は茨城県常住人口調査 

（各年 10月 1日現在、R2のみ 7月１日現在） 

【図 7_（全国）同居の主たる介護者の推移】 

 

【出典】令和 2年度男女共同参画白書 

(%) 

【図 6-2_(茨城県)要介護者の認定状況】 

65～74 歳 75 歳以上 

要支援 要介護 要支援 要介護 

3,383 人 11,529 人 24,117 人 90,614 人 

0.8% 2.7% 6.0% 22.4% 

 
【出典】厚生労働省「介護保事業状況報告 

（年報）」（平成 30 年度）より算出 
（注１）経過的要介護の者を除く。 
（注２）65～74 歳、75 歳以上それぞれの 

被保険者に占める割合 
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の割合は、50 代の男性は 70.7％であるのに対し、女性は 35.2%となって

おり、その差は 30 ポイント以上になっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 暮らし方の変化 

・ 「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考え方（性別役割  

分担意識）に反対する者の割合（「反対」と「どちらかといえば反対」を

合わせた割合）は、男女とも長期的に増加傾向にあり、内閣府の令和元

(2019)年度の調査では、男女ともに６割前後となっています（男性55.7％、

女性 63.4％）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 8_（全国）仕事を持つ介護者・フルタイム介護者の割合】 

 

【出典】令和 2年度男女共同参画白書 

【図 9_（全国）「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考えに関する意識の変化】 

 

【出典】令和 2年度男女共同参画白書 
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・ 令和元年度県民意識調査によると、「男性は仕事、女性は家庭」という 

考え方については、「同感しない」と「どちらかといえば同感しない」を

合わせた割合が 67.3％（男性 60.8%、女性 72.4%）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 令和元年度県民意識調査によると、ワーク・ライフ・バランス（仕事と

生活の調和）について、理想では、「『家庭生活』又は『地域・個人の生活』

と『仕事』を両立したい」が男女ともに最も高くなっています（男性31.1％、

女性 32.9％、全体 32.1%）。 

・ しかし、現実では、男性は「『家庭生活』又は『地域・個人の生活』に

も携わりつつ、『仕事』を優先している」が 32.7％と最も高く、また、女

性は「『家庭生活』又は『地域・個人の生活』に専念している」が 29.1％

と最も高くなっており、理想と現実の間に乖離が生じています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.2

16.2

12.2

20.2

32.7

25.6

16.7

11.9

14.6

14.2

10.0

12.4

29.1

17.5

24.1

6.9

8.3

7.5

3.8

3.3

3.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

「仕事」に専念している
「家庭生活」又は「地域・個人の生活」にも携わりつつ、「仕事」を優先している
「家庭生活」又は「地域・個人の生活」と「仕事」を両立している
「仕事」にも携わりつつ、「家庭生活」又は「地域・個人の生活」を優先している
「家庭生活」又は「地域・個人の生活」に専念している
よくわからない
無回答

＜現実＞

  

 

   

3.3

3.8

3.5

19.1

27.7

22.8

29.0

22.7

26.2

43.4

38.1

41.1

4.5

6.7

5.4

0.8

1.0

0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

同感する どちらかといえば同感する どちらかといえば同感しない

同感しない わからない 無回答

 

 

1.9

4.0

2.8

7.5

16.7

11.5

32.9

31.1

32.1

30.4

25.0

28.1

16.7

12.5

14.9

6.5

7.0

6.7

4.1

3.7

3.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

「仕事」に専念したい
「家庭生活」又は「地域・個人の生活」にも携わりつつ、「仕事」を優先したい
「家庭生活」又は「地域・個人の生活」と「仕事」を両立したい
「仕事」にも携わりつつ、「家庭生活」又は「地域・個人の生活」を優先したい
「家庭生活」又は「地域・個人の生活」に専念したい
よくわからない
無回答

【図 11_(茨城県)仕事と生活の調和の理想と現実】【出典】令和元年度県民意識調査 

【図 10_(茨城県)「男性は仕事、女性は家庭」という考え方】 

出典：令和元年度県民意識調査 

＜理想＞ 

全体 
(n=1、383) 

男性 
(n=599) 

女性 
(n=784) 

全体 
(n=1、383) 

男性 
(n=599) 

女性 
(n=784) 

全体 
(n=1、383) 

女性 
(n=784) 

男性 
(n=599) 
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・ 年間就業日数が 200 日以上の本県の雇用者で週に 60 時間以上働いてい

る者は、女性が全体の 5.0%なのに対し、男性は 12.7％にのぼり、全国同

様に、男性の長時間労働がみてとれます。 

 

・ 夫の家事・育児・介護等に携わる時間は、共働き世帯において 37 分、

夫が有業で妻が無業の世帯において 43 分と、どちらも妻が携わる時間（共

働き世帯 4 時間 12 分、夫が有業で妻が無業の世帯 6 時間 48 分）と比較し

て非常に少なくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 働き方の変化 

・ 女性が職業を持つことに対する意識について、平成 4（1992）年からの

変化を男女別にみると、「子供が大きくなったら再び職業をもつ方がよい」

の割合が男女ともに減少する一方で、「子供ができても、ずっと職業を続

ける方がよい」の割合が増加しています。内閣府の平成 28(2016)年度の

調査では、「子供ができても、ずっと職業を続ける方がよい」の割合が、

男女とも初めて５割を上回り、令和元(2019)年度の調査では、女性63.7％、

男性 58.0％と、男女ともに、６割前後まで上昇しています。 

 

 

25.7%

7.6%

25.8%

6.3%

39.4%

28.6%

39.7%

29.9%

12.5%

15.2%

11.9%

15.7%

8.1

%

14.2%

8.7%

15.0%

9.4%

20.6%

8.7%

20.0%

4.4%

13.3%

5.0%

12.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女（全国）

男（全国）

女（茨城

県）

男（茨城

県）
35時間未

満
35～42

43～45

46～48

出典：平成29年「就業構造基本調査」（総務省）＜令和元年度 男女共同参画年次報告書

概要版P12＞

（茨城県・全国）週60時間以上就業している雇用者の割合

25.7%

7.6%

25.8%

6.3%

39.4%

28.6%

39.7%

29.9%

12.5%

15.2%

11.9%

15.7%

8.1

%

14.2%

8.7%

15.0%

9.4%

20.6%

8.7%

20.0%

4.4%

13.3%

5.0%

12.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

女（全国）

男（全国）

女（茨城

県）

男（茨城

県）
35時間未満

35～42

43～45

46～48

49～59

60時間以上

【出典】平成29年「就業構造基本調査」（総務省）

【図12_（茨城県・全国）週60時間以上就業している雇用者の割合】

 

10時間32分

10時間16分

10時間15分

10時間3分

4分

7時間20分

5時間7分

8時間23分

6時間48分

43分

4時間12分

37分

6時間38分

5時間44分

4時間27分

4時間57分

妻

夫

妻

夫

【出典】平成28年「社会生活基本調査」（総務省）

共働き

世帯

夫が有業
で妻が無
業の世帯

睡眠・食事等 仕事・通勤

家事・育児

・介護等
自由に使える

時間の活用
【図13_（茨城県）夫と妻の生活時間】
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・ 内閣府の令和２年版男女共同参画白書によると、昭和 55（1980）年以

降、夫婦共に雇用者の共働き世帯は年々増加しています。平成 9（1997）

年以降は共働き世帯数が男性雇用者と無業の妻から成る世帯数を上回っ

ており、特に平成 24（2012）年頃からその差は急速に拡大しています。

令和元（2019）年には、雇用者の共働き世帯が 1,245 万世帯、男性雇用者

と無業の妻から成る世帯が 582 万世帯となっており、その差は２倍以上に

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 14_（全国）女性が職業を持つことに対する意識の変化】 

 

【出典】令和２年度男女共同参画白書 

 

【図 15_（全国）共働き等世帯数の推移】 【出典】令和２年度男女共同参画白書 
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・ また、第 1 子出産前後に女性が就業を継続する割合も上昇しています。

これまでは、４割前後で推移してきましたが、最新の調査では約５割へと

上昇しました。特に、育児休業を取得して就業継続した女性の割合は大き

く上昇しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 平成 27(2015)年国勢調査によると、茨城県の年齢階級別労働力率は、

20 代、30 代の子育て期に、配偶者のいる女性の労働力率が、未婚女性や

配偶者のいる男性の労働力率を大きく下回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

【図 16_（全国）子供の出生別第１子出産前後の妻の就業経歴】 

【出典】令和 2年度男女共同参画白書 

【出典】平成 27 年国勢調査 
     労働力率(%)＝労働力人口÷15 歳以上人口×100 

0
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40

50

60

70

80

90

100

未婚男性 未婚女性 有配偶者男性 有配偶者女性

【図 17-1_（茨城県）性別・配偶者の有無・年齢階級別労働力（％） 
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・ 総務省「労働力調査（詳細集計）」によると、令和元(2019)年における

女性の非労働力人口（2,657 万人）のうち、就業希望者は 231 万人であり、

求職していない理由としては、「出産・育児のため」が最も多く、31.1%

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 平成 30(2018)年度の男性の育児休業取得率は、民間企業が 6.16%、国家

公務員が 12.4%、地方公務員が 5.6%で、近年上昇していますが、いずれも

女性（民間企業 82.2%、国家公務員 98.5%、地方公務員 99.4%）と比較す

ると、依然として極めて低水準にあり、男女間で大きな差があります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 17-2_（全国）女性の就業希望者の内訳（令和元(2019)年）】 

【出典】令和 2年度男女共同参画白書 

 

【図 18_(全国)男性の育児休業取得率の推移】 【出典】令和 2年度男女共同参画白書 
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第２章 基本計画 

Ⅰ 計画を推進するための基本的方向 

 

基本目標Ⅰ あらゆる分野における男女共同参画の推進 

 

施策の方向性１ 政策・方針決定過程への女性の参画拡大 

＜現状と課題＞ 

○ 県の第 3 次男女共同参画基本計画策定後、働き方改革を推進するための関

係法律の整備に関する法律（平成 30 年）、政治分野における男女共同参画の

推進に関する法律（平成 30 年）、女性の職業生活における活躍の推進に関す

る法律の一部改正（令和元年）など、女性活躍を推進するための法律・制度

の整備が進みました。 

○ しかしながら、国際的に見てみると、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の

すべての目標の実現に必要なジェンダー平等の実現やジェンダー視点の主流

化に沿った取組が各国で加速される中、日本の女性の参画は低い水準に留ま

っており、世界経済フォーラム(ＷＥＦ)の 2020 年版「ジェンダーギャップ指

数」では、日本は調査対象国 153 か国中 121 位でした。 

○ 本県における管理的地位にある女性の割合は、年々上昇しているものの、

全国平均と比べると低い状態にあります（平成 29 年就業構造基本調査におけ

る管理的職業従事者に占める女性割合：全国 14.8%、本県 14.2%）。 

○ 女性の活躍を推進する上での諸課題について解決を図りながら、女性が個

性と能力を発揮し、あらゆる分野で活躍できる男女共同参画社会の実現が求

められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【図 19_各分野におけるジェンダーギャップ指数（2020）】 

【出典】令和 2年度男女共同参画白書 
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17.9

17.0

17.8 18.0 18.3

17.6 20.3 20.3 20.0
21.0 20.5

21.2

27.3
28.3

29.9 29.8
30.7 31.2

32.5

19.7
20.5

23.0

25.6
26.2

27.1
27.7 28.0 28.3 28.6 28.8

29.5
30.3 30.6

31.2
31.9

32.6 33.0 33.3 

15

17

19

21

23

25

27

29

31

33

35

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

茨城県

全国平均

【出典】全国は内閣府調べ（調査年月は各都道府県によって異なる。） 
     県は女性活躍・県民協働課調べ（各年度末現在）    

【図 21_（茨城県）管理的職業従事者及び女性割合の推移】 

 

 

41,000 

31,000 

37,000 
40,000 

35,500 
32,000 

23,200 
27,200 

3,000 

3,000 

4,000 

5,000 

3,600 

3,200 

2,900 

4,500 

6.8 

8.8 

9.8 
11.1 

9.2 
9.1 

11.1 

14.2 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

0
5,000

10,000
15,000
20,000
25,000
30,000
35,000
40,000
45,000
50,000

S57 S62 H4 H9 H14 H19 H24 H29
男性 女性 割合

（割合）（人）

【出典】「就業構造基本調査」（総務省） 
（注 1）平成 24 年調査より 21 年基準の日本標準職業分類が適用されているため、データは完全には接

続していない。 
（注 2）平成 9年調査までは千人単位で公表されている。 
（注 3）管理的職業従事者とは、会社役員、会社管理職、管理的公務員等をいう。 

  S57 S62 H4 H9 H14 H19 H24 H29 

総数 2,489,000  2,247,000  2,376,000  2,311,000  2,046,500  1,797,200  1,427,100  1,528,100  

女性 177,000  196,000  237,000  235,800  225,900  200,600  191,800  226,600  

割合 7.1  8.7  10.0  10.2  11.0  11.2  13.4  14.8  

（全国）管理的職業従事者及び女性割合の推移（人、％） 

【図 20_（茨城県・全国）法律又は政令により置かなければならない県の審議会等における女性委員の占める割合の推移】 

(%) 

（茨城県・全国）都道府県の公務員（県職員で教育関係機関の教育職を除く）の女性管理職(課長相当級以上)への登用状況の推移（％） 

  H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 

茨城県 2.1 2.4 2.4 2.3 2.4 2.9 2.9 3.2 3.0 4.1 5.4 6.2 6.2 7.0 6.4 

全国 4.8 5 5.1 5.4 5.7 6 6.4 6.5 6.8 7.2 7.7 8.5 9.0 9.7 10.3 

 【出典】内閣府男女共同参画局資料より作成 
  （注 1）管理職の女性比率は、原則 4月 1日現在で調査しているが、都道府県の事情により時点が異なるところもある。 
  （注２）全国平均は、都道府県の管理職総数に占める女性管理職の割合。 
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＜主な取組＞ 

(1) 地方公共団体や企業・団体等における女性の参画拡大 

○ 女性人材や女性リーダーの育成に取り組むとともに、企業・団体等におけ

る政策・方針決定過程への女性の参画を働きかけます。 

○ 地方公共団体においても、公務員法制上の平等取扱の原則や性別にかかわ

らない公正な人事評価に基づき、能力と実績に応じた適材適所の人事配置の

原則に留意しつつ、女性の登用拡大を図ります。 

○ 県の審議会等における委員の任命又は委嘱に当たって、積極的措置(ポジ

ティブ・アクション)を講じるように努めます。 

 

 

施策の方向性２ 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

＜現状と課題＞ 

○ 誰もがやりがいや充実感を感じながら働き、健康で豊かな生活ができるよ

う、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）のとれた社会の実現が

求められています。 

○ 新型コロナウイルス感染症の拡大が契機となり、テレワークの導入やオン

ラインの活用が進み、多様で柔軟な働き方に関する新たな可能性もでてきて

いる一方で、男性に比べ非正規雇用労働者の割合が高い女性が、休業を余儀

なくされたり、失業しやすくなるなど、女性の雇用に影響が強く出ています。 

○ 20 代、30 代の既婚女性は、同年代の既婚男性・未婚女性と比べ労働力率

が大きく下回っていることから、働くことを希望する全ての人がその能力を

十分に発揮することができるよう、個々の事情に応じた多様な働き方を選択

できる環境の整備が必要です。 

 

＜主な取組＞ 

(1) ワーク・ライフ・バランスの実現 

○ 県内中小企業の働き方改革を促進するため、多様な働き方が可能な労働環

境の整備と生産性の向上に意欲的に取り組む企業を育成し、その成果等をＳ

ＮＳなど多様な方法で情報発信します。 

○ 経済団体や労働者団体などで構成する「いばらき働き方改革推進会議」に

おいて、推進月間を設定する等、官民連携により、県民の働き方改革に対す

る意識醸成を図ります。 

(2) 女性が活躍できる働き方の実現 

○ 職業生活における女性の活躍を推進するため、企業や関係団体と連携して、

事業者・団体のトップの意識改革を促進するとともに、女性が就業しやすく

持続可能で多様な働き方のできる環境を整備します。 

○ 出産・育児・介護など様々な制約を持つ人が社会で活躍できる労働環境づ
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くりを促進するとともに、男性の家事や、育児休暇取得等による育児等への

参画促進を図ります。 

○ 女性のキャリア形成を支援するため、気軽に相談できる女性向け職業相談

窓口を設置し、仕事と育児の両立など働き続けていく上での悩みや心配事に

ついての相談・助言を行うとともに、女性ロールモデルなどの情報を収集・

発信する取組を推進します。 

○ 女性の起業や就職・再就職、学び直し等を支援するため、円滑に資金調達

できる環境の整備や、職業訓練の場の充実などを図ります。 

(3) 安心して就労できる環境づくり 

○ 勤労者福祉の増進と安定した労使関係の形成を促進するため、労働福祉団

体等に対する支援や勤労者に対する労働相談等を行います。 

○ 女性や若年者を含む求職者の正規雇用化を推進するため、いばらき就職支

援センターにおいて、就職相談、職業適性診断、カウンセリング、職業紹介

までの一貫した支援を行います。また、仕事のミスマッチ等による早期離職

を防止するため、求職者に対しキャリアカウンセリング等の支援を行います。 

○ セクシュアル・ハラスメントをはじめとした各種ハラスメントを防止する

ため、理解促進や固定的な性別役割分担意識の解消に向けた意識啓発を図り、

男女が互いに人権を尊重し、共に責任を担うことができる男女共同参画社会

の実現に取り組みます。 

 

 

施策の方向性３ 地域・農山漁村における男女共同参画の推進 

＜現状と課題＞  

○ 将来にわたって活力のある社会を維持していくためには、一人ひとりが夢

や希望をもち、潤いのある豊かな生活を安心して営むことができる地域社会

の形成、地域社会を担う個性豊かで多様な人材の確保、地域における魅力あ

る多様な就業の機会の創出を一体的に進めることが重要です。 

○ 大学等の卒業後に、県外へ就職する者が多いなど、特に若い世代の女性の

県外流出が進み労働力人口の減少が予測される中、若者の地元定着や、時代

が必要とする人材の育成が求められています。 

 

 

 

 

 

 

○ 一方で、新型コロナウイルス感染症の影響により特に東京圏に住む人の地

方移住への関心が高まっているとともに、テレワークの導入やオンラインの

【図 22_(茨城県) 年齢階級別の人口移動の状況(2019)】 

 

【出典】茨城県常住人口調査(茨城県統計課） 

総数 0～14 15～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65～

総数 302 848 235 △ 1,366 △ 1,033 △ 211 319 214 △ 1 △ 22 87 214 1,018

男 1,458 481 197 113 △ 464 △ 106 234 163 8 72 69 130 561
女 △ 1,156 367 38 △ 1,479 △ 569 △ 105 85 51 △ 9 △ 94 18 84 457

年齢（歳）

転入

－
転出
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活用が進み、地方の女性の働き方に関する新たな可能性もでてきています。 

○ 農山漁村が有する潜在力を十分に引き出すため、農山漁村における女性の

政策・方針決定過程への参画の促進など、女性の更なる活躍が求められてい

ます。 

 

＜主な取組＞ 

(1) 地域力を高める人財育成・コミュニティづくり 

○ 地域課題の解決や地域の活性化を図る上で、必要なコミュニケーション能

力や論理的な考え方、率先的な行動力を身に付けるために、女性を含む若者

が主体的に取り組む地域活動やネットワークづくり、そのための学習の場づ

くりを支援します。 

○ 防災、防犯、子どもや高齢者の見守り、社会教育・まちづくりなどの課題

に対応するため、県民・ＮＰＯ・行政等が連携・協働し、女性の視点を取り

入れた地域コミュニティの形成を支援します。 

(2) ＵＩＪターンの促進 

○ 若者や専門知識を有する人材が本県に環流する取組への支援や大学・産業

界、市町村との連携を進め、東京圏からのＵＩＪターンと県内定着を促進し

ます。 

(3) 未来の農業のエンジンとなる担い手づくり 

○ 経営感覚に優れた農業経営者を育成するため、意欲ある農業者に対し、産

学官が連携して、経営管理や生産技術に関する総合的な学びの場を提供しま

す。 

○ 農業分野において多様な人材活用が図られるよう、農業生産法人等の労働

条件を改善する取組を推進します。 

(4) 地域・農山漁村における女性の参画拡大 

○ 地域の役員や農業委員など政策・方針決定過程へ参画する女性リーダーの

確保を働きかけるとともに、セミナーなどを通して女性人材の育成に取り組

みます。 

 

施策の方向性４ 科学技術・学術における男女共同参画の推進 

＜現状と課題＞ 

○ 近年活発になっているＩｏＴやビッグデータ、ＡＩ等の最先端技術の開発

及びその技術を活用した製品やサービス提供等においても、男女が共に参画

し、その恩恵を享受できることが重要です。 

○ 研究職・技術職に進む女性を増やし、次世代を担う女性の科学技術人材を

育成することも重要です。 

○ 本県における高等学校卒業者の大学等進学率（大学、短期大学等に進学す

る者の割合）は、平成 20 年以降、男女とも 5割程度で推移しています。 
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【図 23_（全国）女性研究者数及び研究者に占める女性の割合の推移】  
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また、大学進学者の学部別比率は、男性が社会科学系、工学系への進学比率

が高いのに対し、女性は人文科学系、社会科学系、保健関係（薬学・看護）へ

の進学比率が高くなっています。 
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【図 24_（茨城県・全国）高等学校卒業者の大学等進学率の推移】 

【出典】令和 2年度男女共同参画白書 

【出典】「令和元年度高等学校等生徒の卒業後の進路状況調査」（県教育庁総務課）（令和元年 5月 1日現在）

【出典】「学校基本調査」（文部科学省）（各年 5月 1日現在）   

【図 25_（茨城県）高等学校卒業者（平成 31 年３月卒）の大学等進
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＜主な取組＞ 

(1) 理工系分野への女性の参画拡大 

○ 科学技術・学術分野など、女性が新たに活躍できる職域を拡大する取組を

支援します。 

(2) 科学技術を担う人財育成 

○ 科学技術を担う「人財」を育成するため、小中学校における体験活動を重

視した理数教育の充実を図るとともに、高等学校においては「スーパーサイ

エンスハイスクール」指定校の活動の充実を図ります。 

○ 科学技術イノベーション分野における次世代のグローバルリーダーの育

成や女性の参画拡大のため、生徒等に理工系分野への進学を促す機会を提供

します。 

 

 

基本目標Ⅱ 安全・安心な暮らしの実現 

 

施策の方向性１ あらゆる暴力の根絶 

＜現状と課題＞ 

○ 殴る蹴るなどの身体的な苦痛や、暴言や監視・無視などの精神的な苦痛な

ど、男女間のあらゆる暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であ

り、性犯罪・性暴力、配偶者等からの暴力（ＤＶ（ドメスティック・バイオ

レンス））、ストーカー行為、職場等におけるハラスメントに、的確に対応す

る必要があります。 

○ 令和元年度県民意識調査によると、配偶者や恋人から暴力を受けた経験に

ついては、「ある」が 10.3％となっています。暴力の内容については、「心理

的攻撃」が 77.6％と最も高く、次いで「身体的暴力」が 58.7％、「経済的圧

迫」が 28.0％となっています。性別にみると、配偶者や恋人から暴力を受け

た経験が「ある」と回答した割合は、女性（15.6％）が男性（3.5％）より高

くなっています。 

○ 特に、新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、外出自粛や休業等による生

活不安・ストレスから、家庭内の暴力の増加や深刻化が懸念されています。 

○ ＤＶが起きている家庭では、児童虐待（身体的虐待、性的虐待、ネグレク

ト、心理的虐待）が同時に行われている場合があり、子どもが見ている前で

行われる夫婦間の暴力（面前ＤＶ）は子どもへの心理的虐待にあたるなど、

留意が必要です。 

○ いわゆるアダルトビデオ出演強要問題や「ＪＫビジネス」問題など、子ど

も、若年層に対する性的な暴力が大きな社会問題となる中、関係機関が密接

に連携した対応が求められています。 
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【図 27_（茨城県）女性相談センター（配偶者暴力相談支援センター）におけるＤＶ相談及び一時保護状況】 
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【図 26_（茨城県）配偶者（元配偶者を含む。）や恋人から暴力を受けた経験のある人の割合と暴力の内容】 
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＜ＤＶ相談状況の推移＞ 

【出典】青少年家庭課調べ 

【出典】令和元年度県民意識調査 

＜一時保護状況の推移＞ 
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＜主な取組＞ 

(1) 身体的、精神的苦痛を含むあらゆる暴力の根絶、被害者の保護・支援に向

けた環境づくり 

○ ストーカー・ＤＶ事案、性犯罪等に迅速かつ的確に対処するとともに、犯

罪被害者やその家族等への支援を適切に行うため、被害者等が相談しやすい

環境の整備や民間団体と連携した支援体制づくりを推進します。 

○ 児童虐待事案の被害防止、拡大防止を図るため、県・警察・教育委員会が

情報共有を行うなど緊密に連携し、虐待事案等の早期発見に努めるとともに、

被害を受けた児童生徒の安全確保を図ります。 

(2) 男女が互いの人権を尊重する社会づくり 

○ セクシュアル・ハラスメントをはじめとした各種ハラスメントを防止する

ため、固定的な性別役割分担意識の解消など、男女が互いに人権を尊重し、

暴力を容認しない社会環境づくりに向けた意識啓発を図ります。 

 

 

施策の方向性２ 男女共同参画の視点に立った生活上の困難に対する支援と 

        多様性を尊重する環境の整備 

＜現状と課題＞ 

○ 経済社会における男女が置かれた状況の違いを背景として、女性は貧困等 

生活上の困難に陥りやすくなっています。特に、新型コロナウイルス感染症の

拡大は、女性など社会的に弱い立場にある者に、より深刻な影響をもたらして

います。 
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【図 28_（茨城県）県警本部におけるＤＶ事案認知件数、検挙件数及び保護命令通知受理件数】 

【出典】茨城県警察本部人身安全対策課調べ（各年 12 月末現在） 
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○ 貧困等生活上の困難を解消し、その影響を断ち切るためには、子どもの貧 

困対策のみならず、個人の様々な生き方に沿った切れ目のない支援が必要です。 

○ いじめや人権侵害など様々な問題が発生していることから、一人ひとりが

人権を尊重し、多様性を認め合い、誰もが個性と能力を発揮できる社会づく

りが求められています。 

 

＜主な取組＞ 

(1) 持続可能で多様な働き方の実現 

○ 出産・育児・介護など様々な制約を持つ人が社会で活躍できる労働環境づ

くりを促進するとともに、男性の家事や、育児休暇取得等による育児等へ

の参画促進を図ります。 

(2) 困難を抱える子どもへの支援 

○ 子どもの将来が生まれ育った環境に左右されることのないよう「教育支

援」、「生活支援」、「就労支援」及び「経済的支援」に重点的に取り組み、子

どもの貧困対策を推進します。 

○ 生活困窮世帯の子どもに対して、学び直しの機会の提供や学習習慣などを

身につけさせる学習支援事業の実施を促進するとともに、支援内容の充実を

図ります。 

(3) 誰もが教育を受けることができる環境づくり 

○ 家庭の経済的状況等を踏まえ、市町村が実施する就学援助事業など経済的

支援の周知を図り、教育機会の確保に努めます。 

○ 経済的理由に左右されず、全ての意志ある高校生等が安心して勉学に打ち

込めるよう、奨学金貸与制度の実施や、就学支援金の支給などにより、家庭

の教育費負担の軽減を図ります。 

(4) 多様性を認め合うダイバーシティ社会の実現 

○ 多様性を認め合うダイバーシティ社会に向けて、各分野における性別、人

種、年齢、性格、学歴、価値観、マイノリティなどの多様性を受け入れ、認

め合うための共同参画の取組を推進します。 

○ 女性や子ども、高齢者、障害者、同和問題、性的指向や性自認を理由とす

る不当な差別的取扱いなど様々な人権問題に対応するため、人権啓発推進セ

ンターにおいて、各相談機関と連携した人権相談を実施します。 

 

 

施策の方向性３ 生涯を通じた健康支援 

＜現状と課題＞ 

○ 男女が互いの身体的性差を十分に理解し合い、人権を尊重しつつ、相手に

対する思いやりを持って生きていくことは、男女共同参画社会の形成に当た

っての大前提となります。 
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○ 心身及びその健康について、主体的に行動し、正確な知識・情報を入手す

ることは、健康を享受できるようにしていくために必要です。特に、女性の

心身の状態は、思春期、妊娠・出産期、更年期、老年期といった、年代ごと

に大きく変化するという特性があり、「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（性

と生殖に関する健康と権利）」の視点が重要です。 

○ また、成育医療の観点から、学童・思春期からの健康（月経など体のしく

みや、月経困難症とその対応など月経に関する正しい知識を含む。）教育を充

実させるとともに、全ての女性やカップルが自分たちの生活や健康に向き合

えるような支援や、不妊治療と仕事の両立支援も必要です。 

○ 健康寿命と平均寿命の差は男性に比べて女性の方が大きくなっています。

人生百年時代を見据えて、一人ひとりのヘルスリテラシー（健康について最

低限知っておくべき知識）を向上させるなどの支援が必要となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な取組＞ 

(1) 「知・徳・体」バランスの取れた教育の推進 

○ 月経など体のしくみや、エイズ・性感染症やがんに関する正しい知識が身

に付くよう、児童生徒を対象とした講演会を実施するとともに、各種防止教

室（飲酒・喫煙・薬物乱用）を開催するなど、健康教育の充実を図ります。 

○ 健やかな体を育むため、運動やスポーツ活動の推進を図るとともに、食育

を推進し、子どもたちの栄養や食事に関する正しい知識と望ましい食習慣の

 

【図 29_(全国)健康寿命と平均寿命の推移】 

【出典】令和 2年度男女共同参画白書 
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定着を図ります。 

(2) 結婚・出産の希望がかなう社会づくり 

○ 妊娠や出産にかかる様々な不安を解消するため、妊娠等電話相談窓口の

設置や、産後に助産師が自宅を訪問する出張相談の実施など、安心して子

どもを産み育てることのできる相談体制を整備します。 

○ 医療機関等の役割分担や広域的な連携強化などにより、総合的な小児・

周産期医療体制の充実を図ります。 

○ 不妊に悩む夫婦への支援のため、高額になる特定不妊治療に要する費用

の一部を助成することにより、経済的負担の軽減を図るとともに、仕事と

不妊治療の両立について職場での理解を深め、従業員が働きやすい環境を

整える企業の取組を促進します。 

(3) 人生百年時代を見据えた健康づくり 

○ 乳がん、子宮がんなどのがん検診の普及啓発を進めるとともに患者・家族

への支援の充実を図るなど、総合的ながん対策を推進します。 

○ 生活習慣病を予防するため、健康づくりキャンペーンや「いばらきヘルス

ロード（誰でも安全に歩くことができる身近なウォーキングコース）」の取

組による普及啓発や、循環器疾患や糖尿病重症化予防など疾病対策を推進し

ます。 

 

 

施策の方向性４ 防災・復興における男女共同参画の推進 

＜現状と課題＞ 

○ 東日本大震災や関東・東北豪雨をはじめとする過去の経験を教訓として、

災害への備えや地域防災力の強化、発災時の応急対策などの充実が求められ

ています。 

○ 平常時からあらゆる施策の中に、男女共同参画の視点を含めることが肝要

であるとともに、非常時において、増大する家事・育児・介護等が女性に集

中したり、ＤＶや性被害・性暴力が生じるなどの困難が深刻化しないような

配慮が求められています。 

○ しかしながら、東日本大震災以降も様々な自然災害が起こる中で、いまだ、

男女共同参画の視点からの防災・復興の取組が十分に浸透しているとは言い

難い状況です。 

 

＜主な取組＞ 

(1) 防災意識の高揚と地域防災活動の支援・充実 

○ 地域の防災リーダーとなる人材の育成・確保、自主防災組織の充実や学校

防災の向上等による自発的な地域防災を支援するとともに、性別などによる

ニーズの違いを踏まえた防災対策の取組を促進します。 
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○ 地域防災体制の中核を担う消防団の充実強化を図るため、消防団員確保等

のためのＰＲや支援を行います。 

 

 

基本目標Ⅲ 男女共同参画社会の実現に向けた基盤の整備 

 

施策の方向性１ 男女共同参画の視点に立った各種制度等の整備 

＜現状と課題＞ 

○ 令和元年度県民意識調査によると、様々な分野における男女の地位は、「学

校教育の場」では、男女ともに「平等である」と回答した割合が高い一方で、

「社会全体」、「家庭生活（家事・育児など）」、「政治の場」では、「平等であ

る」と回答した割合が低くなっており、不平等感が強くなっています。 

○ 女性の活躍を推進する上での諸課題について解決を図りながら、女性が個 

性と能力を発揮し、あらゆる分野で活躍できる男女共同参画社会の実現や、

男女の多様な選択を可能にする育児・介護の支援基盤の整備が求められてい

ます。 

 

＜主な取組＞ 

(1) 誰もが能力を発揮できる社会づくり 

○ あらゆる世代を対象に、男女共同参画社会を実現するため、理解促進や

固定的な性別役割分担意識の解消に向けた意識啓発を図ります。 

(2) 安心して子どもを育てられる社会づくり 

○ 待機児童ゼロを実現するため、保育所等の整備を進めるとともに、多様

な保育ニーズに対応します。 

○ 仕事と育児を両立するための基盤づくりとなる、放課後児童クラブの整

備を推進するとともに、放課後児童支援員の確保や質の向上を図ります。 

○ 地域の子育て支援の充実を図るため、親子の交流や育児不安等について

の相談、支援等を行う子育て支援拠点づくりなど、安心して子育てできる

環境づくりを進めます。 

 (3) 地域包括ケアシステムの構築 

○ 仕事と介護を両立するための基盤づくりとなる、茨城型地域包括ケアシ

ステムを構築するとともに、地域の医療・介護関係者など多職種協働によ

る支援を推進します。 
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【図 30_（茨城県）男女共同参画社会について（各分野の男女の地位）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策の方向性２ 教育・メディア等を通じた男女双方の意識改革、理解の促進 

＜現状と課題＞ 

○ 男女共同参画を推進する様々な取組が進められており、法制度の整備も進

んできましたが、依然として社会全体が変わるまでに至っていない要因の一

つとして、働き方・暮らし方の根底に、長年にわたり人々の中に形成された

固定的な性別役割分担意識や性差に関する偏見・固定観念、無意識の思い込

み（アンコンシャス・バイアス）があることが挙げられます。 
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【出典】令和元年度県民意識調査 
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○ 子どもをはじめ様々な世代で固定的な性別役割分担意識等を植え付けず、

また、押し付けない取組、男女双方の意識を変えていく取組が重要です。 

○ 年代に応じた多様な働き方、学び方、生き方の選択を可能にする教育・能

力開発・学習機会の充実が求められています。 

○ 各種メディアを通じて幅広い情報を提供・発信することによって、より多

くの県民に男女共同参画の理解を促進し、意識を高めることが期待できます。      

〇ＳＮＳ（利用者同士が交流できるインターネット上の会員サービス。ソーシ

ャルネットワーキングサービスの略。）などインターネット上の新たなコミュ

ニケーションツールの広がりに伴い、ＩＣＴメディアリテラシー（パソコン、

携帯電話などＩＣＴメディアの活用・操作能力のみならず、メディアの特性

を理解する能力、メディアにおける送り手の意図を読み解く能力、メディア

を通じたコミュニケーション能力までを含む考え方）を向上させるための教

育が必要です。 

 

＜主な取組＞ 

(1) 一人ひとりが尊重される社会づくり 

○ あらゆる世代を対象に、男女共同参画社会を実現するため、理解促進や固

定的な性別役割分担意識の解消に向けた意識啓発を図ります。 

○ 多様性を認め合うダイバーシティ社会に向けて、各分野における性別、人

種、年齢、性格、学歴、価値観、マイノリティなどの多様性を受け入れ、認

め合うための共同参画の取組を推進します。 

○ 人権教育を学校教育、社会教育の両面から推進するとともに、地域におけ

る人権啓発活動の指導者を育成します。 

(2) キャリア教育による将来の目標づくり 

○ 小学校・中学校・高等学校の教育活動全体を通じて、学ぶことと自己の将

来とのつながりを見通しながら、主体的、創造的に生きていくための資質や

能力を身に付けることが重要です。このため、特別活動や各教科の授業など

において自分らしい生き方の実現につながる内容を取り上げたり、職場体験

活動や家計についての学習などにより職業観や社会の仕組みを学んだりす

るなど、キャリア教育の充実を図ります。 

○ 高校生の職業観の醸成やキャリア形成支援を図るため、就業体験や女性ロ

ールモデルをはじめとした卒業生・職業人との交流などの体験的な学習の機

会を計画的・系統的に提供します。 

○ 子どもたちが、自ら課題を見つけ、その解決に向けて行動できるよう支援

するとともに、行動の成果を発表する場を提供し、高い創造意欲を持ちリス

クに対しても積極的に挑戦できるアントレプレナーシップ（起業家精神）を

醸成します。 
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(3) 生涯にわたる学びのすすめ 

○ 身近な社会教育施設の機能を充実するとともに、ＩＣＴ学習やリカレント

教育（社会人になってからも、学校やそれに準ずる教育・訓練機関に戻るこ

とが可能な教育システム）を推進し、生涯にわたる学びの機会を提供します。 

(4)正しいメディアとのつきあい方 

○ 青少年の安心安全なインターネット利用を図るため、情報モラル教育の充

実やメディアの健全な利用に必要なＩＣＴメディアリテラシーの向上を図

ります。 

 

 

Ⅱ 推進体制と進行管理 

1 県の推進体制の充実 

(1) ダイバーシティ推進センターの充実強化 

男女共同参画社会の実現や女性活躍の推進に加え、誰もが能力を発揮し、

活躍できる社会の実現を目指すための拠点施設である「ダイバーシティ推進

センター」において、広報啓発、講座、相談事業、情報収集・提供などの機

能の充実・強化を図ります。 

(2) 茨城県男女共同参画審議会の運営 

県のあらゆる施策に男女共同参画の視点を導入し、施策を推進するための

調査審議機関として、茨城県男女共同参画審議会を運営し、県事業の進捗状

況の確認などを実施します。 

(3) いばらき女性活躍推進会議の運営 

   国、県、市町村、経済団体、農業団体、労働者団体により構成する「いば

らき女性活躍推進会議」を中心に、働く女性が活躍できる社会の実現に向け

た取組を官民連携のもと実施します。 

(4) 男女共同参画苦情・意見処理委員会の運営 

     茨城県男女共同参画推進条例第 14 条の規定により、男女共同参画の推進

に影響を及ぼすと認められる事項についての苦情その他の意見を処理する

ために必要な体制として、第三者を構成員とする男女共同参画苦情・意見処

理委員会を運営します。 

(5) 茨城県男女共同参画推進員による地域に密着した普及啓発の推進 

県内各地域に茨城県男女共同参画推進員を配置し、広報活動や地域情報の

収集・提供、相談窓口の紹介などの情報提供、男女共同参画の推進に資する

地域での自主活動などの地域に密着した普及啓発を推進します。 

(6) 積極的改善措置（ポジティブ・アクション）の推進 

     県の審議会等における委員の任命又は委嘱に当たって、積極的改善措置を

講じるように努めます。 
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(7) 男女共同参画に関する情報の収集と提供、意識や実態の調査研究 

男女共同参画を効果的に推進していくため、国や他の地方公共団体の取組、

事業者・団体などの取組についての情報を収集して県民に提供するとともに、

県民の意識や実態を把握するための調査を定期的に実施します。 

 

２ 連携の強化 

県民、事業者、関係団体、ＮＰＯ、国、市町村など多様な主体との緊密な

連携のもと、男女共同参画社会の実現に向けた取組を推進します。 

 

３ 進行管理等 

(1) 進行管理 

計画に基づく男女共同参画施策の実施状況や、男女共同参画に関連の深い

統計調査の数値を指標として活用し、男女共同参画の推進状況を把握すると

ともに、茨城県男女共同参画審議会への報告等を通じ、適切に進行管理を行

います。 

(2)  公表 

男女共同参画の推進に資するため、男女共同参画の県の取組や進捗状況を

取りまとめた年次報告書を作成し、県民に公表します。 
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◆ 指標項目 





茨城県男女共同参画基本計画(第４次)における目標指標及び参考項目 
 
１ 目標指標 

男女共同参画の推進のため、数値目標を定めて当該目標達成に向けて取り組むもの 
 項目 

現状値 
(令和元年度) 

目標値 
(令和７年度) 

出典 

＜基本目標Ⅰ＞ 
あらゆる分野にお
ける男女共同参画
の推進 

１ 県審議会等における女性
委員の割合 

34.8% 40.0% 
女性活躍・県
民協働課調べ 

２ 県内企業の１か月あたり
所定外労働時間数(暦年) 

11.4 時間 8.1 時間 
毎月勤労統計
調査 

＜基本目標Ⅱ＞ 
安全・安心な暮ら
しの実現 

３ 県民が希望する子どもの
数と実際の子どもの数の差 

0.46 
現状より 
改善 

少子化対策課
調べ 

４ 乳がん検診受診率 46.2% 
50% 

(令和 4 年度) 
国民生活基礎
調査(健康票) 

５ 子宮頚がん検診受診率 41.7% 
50% 

(令和 4 年度) 
国民生活基礎
調査(健康票) 

＜基本目標Ⅲ＞ 
男女共同参画社会の実
現に向けた基盤の整備 

６ 保育所等の待機児童数 
(４月１日現在) 

193 人 
(令和 2年４月１日現在) 

0 
子ども未来課
調べ 

 ※県総合計画の改定により、見直す場合がある。       

 

２ 参考項目 

   男女共同参画推進の状況把握のため、数値を定めず当該状況に関する数値の推移を

確認するもの 

 項目 出典 

＜基本目標Ⅰ＞あらゆる分野における男女共同参画の推進 

 １ 政策・方針決定過程への女
性の参画拡大 

①管理的職業従事者(会社役員､会社管理職
員､管理的公務員等)に占める女性の割合 

国勢調査､就業構造
基本調査 

②県の審議会等における女性委員の
割合(法令設置)(茨城県) 

内閣府調査 

③都道府県議会議員に占める女性の割合(茨城県) 内閣府調査 

④市区議会議員に占める女性の割合(茨城県) 内閣府調査 

⑤町村議会議員に占める女性の割合(茨城県) 内閣府調査 

２ 雇用等における男女共同
参画の推進と仕事と生活の
調和 

⑥男女間賃金格差(茨城県) 賃金構造基本統計調査 

⑦性別･配偶者の有無による有業率の
差(25-34 歳､35-44 歳､45-54 歳) 

国勢調査､就業構造
基本調査 

⑧｢働き方改革優良(推進)企業の認定企業数 労働政策課調べ 

⑨県内中小企業の年次有給休暇取得率 労働政策課調べ 

３ 地域･農山漁村における男女共同参画の推進 ⑩家族経営協定締結農家数 農林水産省調べ 

４ 科学技術・学術における男女共同参画の推進 ⑪理系大学進学率(茨城県､男女別) 教育庁調べ 

＜基本目標Ⅱ＞安全・安心な暮らしの実現 

 １ あらゆる暴力の根絶 ⑫ＤＶ事案の認知件数 県警本部調べ 

２ 男女共同参画の視点に立った生活上の困難
に対する支援と多様性を尊重する環境の整備 

⑬母子･父子自立支援プロクラム策定
件数 

青少年家庭課調べ 

３ 生涯を通じた健康支援   

４ 防災・復興における男女共同参画の推進 ⑭茨城県における消防団員に占める女性の割合 消防安全課調べ 

＜基本目標Ⅲ＞男女共同参画の実現に向けた基盤の整備 

 １ 男女共同参画の視点に立
った各種制度等の整備 

⑮保育所等の待機児童数(10 月 1 日現在) 子ども未来課調べ 

⑯地域包括支援センター数(サブセン
ター､ブランチ含む) 

健康･地域ケア推進
課調べ 

２ 教育・メディアを通じた男女
双方の意識改革、理解の促進 

⑰固定的な性別役割分担意識を持た
ない県民の割合 

女性活躍･県民協働
課調べ 

⑱社会全体でみた男女の地位が平等
であると感じている県民の割合 

女性活躍･県民協働
課調べ 
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◆ 付属資料 





茨城県男女共同参画審議会委員名簿 
 

任期：令和２年８月１日～令和３年７月 31 日 （50 音順、敬称略） 

氏名 所属 区分 備考 

阿部 重典 ㈱茨城放送代表取締役社長 報道 副委員長 

安藤 隆子 茨城県女性団体連盟会長 女性団体  

飯田 昭子 連合茨城女性委員会副会長 労働(被雇用)  

大塚 昌弘 茨城県学校長会副会長 教育  

長田 佳世 茨城県産婦人科医会理事 医療  

清山 玲 茨城大学人文社会科学部教授 学識 委員長 

高輪 忍 ㈱常陽銀行執行役員人事部長 労働(事業者)  

中島 美那子 茨城キリスト教大学文学部教授 学識  

中村 香代 ㈱わかさキャリアコンシェルジュ代表取締役 福祉  

中本 義信 弁護士(ｺﾗｿﾝ法律事務所) 法曹  

仲山 郁夫 NPO 法人ウィメンズネット「らいず」会員 一般公募  

俵田 憲諭 茨城労働局雇用環境・均等室長 労働(国)  

山形 芙美 日立商工会議所女性起業家交流グループ みゅーず net 会長 商工業  

横田 祥 ㈲横田農場米粉スイーツ加工部長 農林水産  

  ※各委員の役職は、委員委嘱時のものです。 
 
 
茨城県男女共同参画審議会の審議状況  

日  時 審議内容 
令和２年８月７日 ・新しい男女共同参画基本計画策定に係る諮問について 

・茨城県男女共同参画基本計画(第３次)の概要及び 

進捗状況について 

・新しい男女共同参画基本計画の骨子(案)について 

令和２年９月 24 日 ・茨城県男女共同参画基本計画(第４次)(素案)について 

・パブリックコメント等の実施について 

令和２年 11 月 30 日 ・茨城県男女共同参画基本計画(第４次)(案)答申案  

 について 

・パブリックコメント等の実施結果について 

・茨城県男女共同参画基本計画(第４次)の指標項目等に

ついて 

32



茨城県男女共同参画基本計画（第４次）用語解説 

 用語 解説 

１ ＩＣＴメディアリテ

ラシー 

パソコン、携帯電話などＩＣＴメディアの活用・操作能力の
みならず、メディアの特性を理解する能力、メディアにおける
送り手の意図を読み解く能力、メディアを通じたコミュニケー
ション能力までを含む考え方のこと。      (本文再掲) 

２ ＩｏＴ 現実世界のさまざまなモノが、インターネットとつながるこ
と。Internet of Things の略。モノの世界で収集したデータ
が、通信によりインターネット空間に送信・蓄積され、データ
を分析・活用することで、新たな価値の創出につながります。 

３ アントレプレナーシッ

プ（起業家精神） 

新しい事業の創作意欲に燃え、高いリスクに果敢に挑む姿勢
のこと。 

４ 茨城型地域包括ケアシ

ステム 
高齢者や障害者等すべての要援護者、さらにはその家族も対

象とし、誰もが住み慣れた地域で自分らしく暮らしていけるよ
う、医療、介護、予防、住まい、生活支援が包括的に確保され
るシステムのこと。 

５ ＳＤＧｓ（持続可能な
開発目標） 

平成 27(2015)年９月に国連で採択された、平成 28(2016)年
から令和 12(2030)年までの国際目標。「誰一人取り残さない」
社会の実現を目指し、経済・社会・環境をめぐる広範な課題に
総合的に取り組むため、先進国を含む国際社会全体の目標とし
て、2030 年を期限とする包括的な 17 の目標（Sustainable 
Development Goals: ＳＤＧｓ）を設定。目標５ではジェンダ
ー平等の達成と全ての女性及び女児のエンパワーメント(自ら
主体的に行動することによって状況を変える力をつけること)
が掲げられており、すべての目標とターゲットにおける進展に
おいて死活的に重要な貢献をするものとされています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

 

目標５． 
ジェンダー平等を達成し、すべての

女性及び女児のエンパワーメント

を行う 
5.1 あらゆる場所におけるすべての女性及び女児に対す

るあらゆる形態の差別を撤廃する。 
5.2 人身売買や性的、その他の種類の搾取など、すべて

の女性及び女児に対する、公共・私的空間におけるあ
らゆる形態の暴力を排除する。 

5.3 未成年者の結婚、早期結婚、強制結婚及び女性器切
除など、あらゆる有害な慣行を撤廃する。 

5.4 公共のサービス、インフラ及び社会保障政策の提供、
ならびに各国の状況に応じた世帯・家族内における責
任分担を通じて、無報酬の育児・介護や家事労働を認
識・評価する。 

5.5 政治、経済、公共分野でのあらゆるレベルの意思決
定において、完全かつ効果的な女性の参画及び平等な
リーダーシップの機会を確保する。 

5.6 国際人口・開発会議（ICPD）の行動計画及び北京行
動綱領、ならびにこれらの検証会議の成果文書に従い、
性と生殖に関する健康及び権利への普遍的アクセスを
確保する。 

5.a 女性に対し、経済的資源に対する同等の権利、なら
びに各国法に従い、オーナーシップ及び土地その他の
財産、金融サービス、相続財産、天然資源に対するア
クセスを与えるための改革に着手する。 

5.b 女性の能力強化促進のため、ICT をはじめとする実
現技術の活用を強化する。 

5.c ジェンダー平等の促進、ならびにすべての女性及び
女子のあらゆるレベルでの能力強化のための適正な政
策及び拘束力のある法規を導入・強化する。 

(我々の世界を変革する：持続可能な開発のための 2030 アジェンダ(仮訳)から抜粋) 
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 用語 解説 

６ ＳＮＳ 利用者同士が交流できるインターネット上の会員サービス
のこと。ソーシャル･ネットワーキング･サービスの略。 

(本文再掲) 

７ 各種ハラスメント 男女共同参画・女性活躍の推進を阻害する主なハラスメント
として、以下のものが挙げられます。（セクシュアル・ハラス
メントは本用語 14を参照） 
 
＜マタニティ･ハラスメント、パタニティ・ハラスメント、ケ
アハラスメントなど妊娠・出産、育児休業、介護休暇等に関す
るハラスメント＞ 

男女雇用機会均等法、育児・介護休業法では、産前休業、育
児休業などの制度や措置の利用に関する言動により就業環境
が害されるものや、女性労働者が妊娠したこと、出産したこと
などに関する言動により就業環境が害されるものを「妊娠・出
産、育児休業、介護休業等に関するハラスメント」といい、事
業主に防止措置を講じることを義務付けています。併せて、事
業主に相談したこと等を理由とする不利益取扱いも禁止され
ています。 

また、妊娠・出産、育児休業、介護休業等を理由として解雇、
不利益な異動、減給、降格等の不利益な取扱いを行うことは、
男女雇用機会均等法、育児・介護休業法で禁止されています。 
 
＜パワー・ハラスメント＞ 

職場における「パワー・ハラスメント」とは、職場において
行われる ①優越的な関係を背景とした言動であって、②業務
上必要かつ相当な範囲を超えたものにより、③労働者の就業環
境が害されるものであり、①～③までの要素を全て満たすもの
をいいます。   

改正された労働施策総合推進法において、職場におけるパワ
ー・ハラスメントについて事業主に防止措置を講じることを義
務付けています。併せて、事業主に相談したこと等を理由とす
る不利益取扱いも禁止されています。 

なお、性的指向・性自認に関する言動、性的指向や性自認に
関する望まぬ暴露であるいわゆる「アウティング」も、職場に
おけるハラスメントの対象となり得ます。 

８ 家族経営協定 家族農業経営にたずさわる各世帯員が、家族間の十分な話し
合いに基づき、経営方針や役割分担、世帯員全員が働きやすい
就業環境等について取り決める協定のこと。 

９ 固定的な性別役割分
担意識 

男女を問わず個人の能力等によって役割の分担を決めるこ
とが適当であるにもかかわらず、「男は仕事・女は家庭」、「男
性は主要な業務・女性は補助的業務」等のように、男性、女性
という性別を理由として、役割を固定的に分ける考え方のこ
と。 

10 「ＪＫビジネス」問題 児童の性を売り物にする営業の一つで、「ＪＫ」、すなわち「女
子高校生」などの 18 歳に満たない者を雇い、表向きには性的
サービスを行わない健全な営業を装いながら、「裏オプション」
等と称し、児童による性的なサービスを客に提供させているも
のの問題。 

11 ジェンダー 「社会的・文化的に形成された性別」のこと。人間には生ま
れついての生物学的性別（セックス／sex）があります。一方、
社会通念や慣習の中には、社会によって作り上げられた「男性
像」、「女性像」があり、このような男性、女性の別を「社会的・
文化的に形成された性別」（ジェンダー／gender）という。「社
会的・文化的に形成された性別」は、それ自体に良い、悪いの
価値を含むものではなく、国際的にも使われています。 
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 用語 解説 

12 ジェンダーギャップ
指数 

ジェンダーギャップ指数（Gender Gap Index：GGI）とは、
世界経済フォーラム（World Economic Forum）から毎年度発表
される、各国における男女格差を測る指数のこと。本指数は、
経済分野、教育分野、政治分野及び保健分野のデータから作成
され、0が完全不平等、1が完全平等を意味しています。 

13 周産期 周産期とは、WHO により定められた「疾病及び関連保健問題
の国際統計分類第 10 回改訂」(ICD－10)において、妊娠満 22
週から生後満 7日未満までの期間と定義されています。この期
間は、合併症妊娠や分娩時の新生児仮死など、母体・胎児や新
生児の生命に関わる事態が発生する可能性があります。周産期
を含めた前後の期間における医療は、突発的な緊急事態に備え
て産科・小児科双方からの一貫した総合的な体制が必要である
ことから、特に「周産期医療」と表現されています。 

14 成育医療  妊娠、出産及び育児に関する問題、成育過程（出生に始まり、
新生児期、乳幼児期、学童期及び思春期の各段階を経て、おと
なになるまでの一連の成長の過程）の各段階において生ずる心
身の健康に関する問題等を包括的に捉えて適切に対応する医 
療のこと。 

15 性的指向・性自認 性的指向（Sexual Orientation）とは、人の恋愛・性愛がど
ういう対象に向かうのかを示す概念のこと。性自認（Gender 
Identity）とは、自分の性をどのように認識しているのか、ど
のような性のアイデンティティ（性同一性）を自分の感覚とし
て持っているかを示す概念のこと。性的指向と性自認の頭文字
を取った「SOGI」という用語もあります。 

なお、性的指向について、例えば、レズビアン（同性を恋愛
や性愛の対象とする女性）、ゲイ（同性を恋愛や性愛の対象と
する男性）、バイセクシュアル（同性も異性も恋愛や性愛の対
象とする人）等の呼称、性自認について、例えば、トランスジ
ェンダー（出生時の戸籍上の性とは異なる性自認を有する人）
等の呼称があり、これらの頭文字を取った「LGBT」という用語
が、性的少数者（セクシュアルマイノリティ）を表す言葉の一
つとして使われることもあります。 

16 セクシュアル・ハラス
メント 

継続的な人間関係において、優位な力関係を背景に、相手の
意思に反して行われる性的な言動のこと。単に雇用関係にある
者の間のみならず、施設における職員とその利用者との間や団
体における構成員間など、様々な生活の場で起こり得るもので
す。 

男⼥雇用機会均等法では、職場において、労働者の意に反す
る性的な言動が行われ、それを拒否したことで解雇、降格、減
給などの不利益を受けること、性的な言動が行われることで職
場の環境が不快なものとなったため、労働者が就業する上で、
見過ごすことができない程度の支障が生じることを「職場にお
けるセクシュアル・ハラスメント」といい、事業主に防止措置
を講じることを義務付けています。併せて、事業主に相談した
こと等を理由とする不利益取扱いは禁止されています。 

事業主、上司、同僚に限らず、取引先、顧客、患者、学校に
おける生徒などもセクシュアル・ハラスメントの行為者になり
得ます。男性も女性も行為者にも被害者にもなり得る問題で
す。異性に対するものだけではなく、同性に対するものも該当
します。 

また、職場におけるセクシュアル・ハラスメントは、相手の
性的指向又は性自認にかかわらず、該当することがあり得ま
す。 
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 用語 解説 

17 積極的改善措置（ポジ
ティブ・アクション） 

 様々な分野において、活動に参画する機会の男女間の格差を
改善するため、必要な範囲内において、男女のいずれか一方に
対し、活動に参画する機会を積極的に提供するものであり、
個々の状況に応じて実施していくものです。積極的改善措置の
例としては、国の審議会等委員への女性の登用のための目標の
設定や、女性国家公務員の採用・登用の促進等が実施されてい
ます。男女共同参画社会基本法では、積極的改善措置は国の責
務として規定され、また、国に準じた施策として地方公共団体
の責務にも含まれています。 

18 ダイバーシティ 「多様性」のこと。性別や国籍、年齢などに関わりなく、多
様な個性が力を発揮し、共存できる社会のことをダイバーシテ
ィ社会といいます。 

19 特定不妊治療 不妊治療のうち、体外受精及び顕微授精のこと。１回の治療
費が高額であり、その経済的負担が重いことから十分な治療を
受けることができず、子どもを持つことを諦めざるを得ない方
も少なくないことから、それらを「特定不妊治療」として、そ
の費用の一部を公的に助成しています。（令和３年３月現在） 

20 ネグレクト 幼児や児童などに対し、その保護、世話、養育、介護などを
怠り、放任する行為のこと。 

身体的・精神的・性的虐待とならぶ虐待のひとつであり、日
本では特に子どもへの「育児放棄」を指すことが多いようです。 

一人で長期間放置したり、成長に必要不可欠な食物を与えな
かったりする「身体的ネグレクト」、予防接種や病気の治療を
受けさせない「医療的ネグレクト」、情緒的支援をしない「情
緒的ネグレクト」、学校へ入学させない、出席させない「教育
的ネグレクト」などがあり、幼少時期にこういったネグレクト
に晒された場合、適切な親子関係・対人関係が築かれないため
に、将来の人格形成などに重大な影響を及ぼすと言われていま
す。 

21 ヘルスリテラシー 健康について最低限知っておくべき知識のこと。(本文再掲) 

22 無意識の思い込み（ア
ンコンシャス・バイア
ス） 

誰もが潜在的に持っている思い込みのこと。育つ環境、所属
する集団の中で無意識のうちに脳にきざみこまれ、既成概念、
固定観念となっていきます。 

23 ＵＩＪターン ＵＩＪターンとは、以下の 3つの人口還流現象の総称。 
・Ｕターン現象 

地方から都市へ移住したあと、再び地方へ移住すること。 
・Ｉターン現象 

地方から都市へ、または都市から地方へ移住すること。 
・Ｊターン現象 

地方から大規模な都市へ移住したあと、地方近くの中規模な
都市へ移住すること。 

24 リカレント教育 社会人になってからも、学校やそれに準ずる教育・訓練期間
に戻ることが可能な教育システムのこと。    (本文再掲) 

25 リプロダクティブ・ヘ
ルス／ライツ（性と生
殖に関する健康と権
利） 

「リプロダクティブ・ヘルス（性と生殖の健康）」とは、「人
間の生殖システム、その機能と（活動）過程の全ての側面にお
いて、単に疾病、障害がないというばかりでなく、身体的、精
神的、社会的に完全に良好な状態にあることを指す」とされて
います。 

「リプロダクティブ・ライツ（性と生殖の権利）」とは、「リ
プロダクティブ・ヘルス（性と生殖の健康）を得る権利」とさ
れています。 

26 ロールモデル 将来像を描き、自分のキャリア形成を考える際に参考となる
事例のこと。 
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 用語 解説 

27 ワーク・ライフ・バラ
ンス（仕事と生活の調
和） 

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章（仕事
と生活の調和推進官民トップ会議、平成 19(2007)年 12 月 18
日策定）では、仕事と生活の調和が実現した社会は、「国民一
人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任
を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、
中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選
択・実現できる社会」とされています。具体的には、次のとお
りです。 

①就労による経済的自立が可能な社会 
経済的自立を必要とする者、とりわけ若者がいきいきと

働くことができ、かつ、経済的に自立可能な働き方ができ、
結婚や子育てに関する希望の実現などに向けて、暮らしの
経済的基盤が確保できる。 

②健康で豊かな生活のための時間が確保できる社会 
働く人々の健康が保持され、家族・友人などとの充実し

た時間、自己啓発や地域活動への参加のための時間などを
持てる豊かな生活ができる。 

③多様な働き方・生き方が選択できる社会 
性や年齢などにかかわらず、誰もが自らの意欲と能力を

持って様々な働き方や生き方に挑戦できる機会が提供さ
れており、子育てや親の介護が必要な時期など個人の置か
れた状況に応じて多様で柔軟な働き方が選択でき、しかも
公正な処遇が確保されている。 
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男女共同参画に関する国内外の動き 
年 国連等 日本 茨城県 

1946 
(昭和 21) 

･国連「婦人の地位委員会」 
発足 

･日本初の婦人参政権行使 
･｢日本国憲法｣公布 
(1947(昭和 22)施行) 

 

1975 
(昭和 50) 

･国際婦人年 
目標：平等､発展､平和 

･国際婦人年世界会議(第
1 回世界女性会議)開催
(ﾒｷｼｺｼﾃｨ） 

･｢世界行動計画｣採択 

･｢婦人問題企画推進本部｣
設置 

・｢婦人問題企画推進会議｣
開催 

 

1976 
(昭和51) 

･「国連婦人の 10 年」 
ｽﾀｰﾄ(1976～1985) 

･民法改正(離婚復氏制度
の改正) 

 

1977 
(昭和52) 

 ･｢国内行動計画｣策定 
･｢国立婦人教育会館｣
(現：国立女性教育会館)
設置 

 

1978 
(昭和53) 

  ･生活福祉部に｢青少年婦
人課｣設置 
･｢婦人問題対策連絡調整
要綱｣制定 

1979 
(昭和54) 

･国連第 34 回総会｢女子
に対するあらゆる形態
の差別の撤廃に関する
条約(女子差別撤廃条
約)｣採択 

･｢女子差別撤廃条約｣署
名 

･｢婦人問題懇話会｣設置 

1980 
(昭和55) 

･｢国連婦人の 10 年｣中間
年世界会議(ｺﾍﾟﾝﾊｰｹﾞﾝ) 

･「国連婦人の 10 年後半
期行動ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」採択 

･｢民法･家事審判法｣改正 
(配偶者法定相続分引き
上げ他) 

･第 2 次県民福祉基本計
画に｢婦人の福祉の向
上｣を位置付ける 

1981 
(昭和56) 

･ILO 第 156 号条約(家族
的責任条約)採択 

･国内行動計画後期重点
目標設定 

 

1984 
(昭和59) 

 ･｢国籍法｣改正 
(父系優先血統主義の撤
廃) 

 

1985 
(昭和60) 

･｢国連婦人の 10 年｣ﾅｲﾛ
ﾋﾞ世界会議 

・｢婦人の地位向上のため
のﾅｲﾛﾋﾞ将来戦略｣採択
(1平等､2発展､3平和､4
特殊な状況の婦人､5 国
際及び地域協力) 

･｢男女雇用機会均等法｣
公布(昭和 61 年施行) 
･｢労働基準法｣改正 
･｢家庭科教育に関する検
討会議｣報告 
･｢女子差別撤廃条約｣批
准 

 

1986 
(昭和61) 

 ･婦人問題企画推進本部
拡充(構成を全省庁に拡
大) 
･婦人問題企画推進有識
者会議開催 

･新県民福祉基本計画に
｢女性の地位向上と社会
参加の促進｣を位置付け
る 

1987 
(昭和62) 

 ･「西暦 2000 年に向けて
の新国内行動計画｣策定 

･｢茨城県立婦人教育会
館｣設置 

1988 
(昭和63) 

 ･女子差別撤廃条約実施
状況第 1回報告審議 

 

1989 
(昭和64･
平成元) 

･児童の権利に関する条
約採択 

･新学習指導要領告示(高
等学校家庭科男女必修
等) 

 

1990 
(平成 2) 

･国連経済社会理事会｢婦
人の地位向上のためのﾅ
ｲﾛﾋﾞ将来戦略に関する
第１回見直しと評価に
伴う勧告及び結論｣採択 

 ･女性ﾌﾟﾗﾝ策定に関する
提言(婦人問題推進有識
者会議) 
･｢茨城県女性対策推進本
部｣設置 

38



年 国連等 日本 茨城県 

1991 
(平成 3) 

 ･｢育児休業法｣公布 
･｢西暦 2000 年に向けて
の新国内行動計画｣第一
次改定 

･｢いばらきﾛｰｽﾞﾌﾟﾗﾝ 21｣
策定、｢いばらきﾛｰｽﾞﾌﾟ
ﾗﾝ 21 推進委員会｣設置 
 

1993 
(平成 5) 

･世界人権会議(ｳｨｰﾝ) 
･女性に対する暴力撤廃
宣言 

･｢ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働法｣公布 ･児童福祉課に｢女性青少
年室｣設置 

1994 
(平成 6) 

･ILO第175号条約(ﾊﾟｰﾄﾀ
ｲﾑ労働に関する条約)採
択 

･国際人口開発会議(ｶｲﾛ)
｢行動計画｣採択 

 

･｢男女共同参画室｣、｢男
女共同参画審議会(政
令)｣、｢男女共同参画推
進本部｣設置 
･女子差別撤廃条約実施
状況第2回及び第3回報
告審議 
･家庭科の男女必須完全
実施 

･福祉部に｢女性青少年
課｣設置 

1995 
(平成 7) 

･第 4 回世界女性会議－
平等、開発、平和のため
の行動(北京) 

･｢北京宣言及び行動綱
領｣採択 

･｢育児休業法｣を｢育児･
介護休業法｣へ改正(介
護休業制度の法制化) 

･茨城県長期総合計画に
｢男女共同参画社会の形
成｣を位置付ける 
･｢男と女･ﾊｰﾓﾆｰ週間｣設
定 

1996 
(平成 8) 

 ･男女共同参画推進連携
会議(えがりてﾈｯﾄﾜｰｸ)発足 
･｢男女共同参画 2000 年
ﾌﾟﾗﾝ｣策定 

･｢いばらきﾊｰﾓﾆｰﾌﾟﾗﾝ｣策
定 

1997 
(平成 9) 

 ･｢男女共同参画審議会
(法律)｣設置 
･「介護保険法」公布 

･茨城県立婦人会館を茨
城県女性ﾌﾟﾗｻﾞに改称、
茨城県鹿行生涯学習ｾﾝﾀ
ｰを併設 

1999 
(平成11) 

 ･｢男女共同参画社会基本
法｣公布･施行 

･女性青少年課を福祉部
から知事公室へ組織替 

2000 
(平成12) 

･ 国連特別総会 ｢女性
2000 年会議｣(ﾆｭｰﾖｰｸ) 

･ﾐﾚﾆｱﾑ開発目標(MDGs）設
定(目標 3：ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ平等
推進と女性の地位向上) 

･「女性・平和・安全保障
に関する国連安保理決
議第 1325 号」採択 

･｢男女共同参画基本計
画｣閣議決定 

･｢いばらきﾊｰﾓﾆｰﾌﾟﾗﾝ後
期実施計画｣策定 

2001 
(平成13) 

 ･｢男女共同参画局｣、｢男
女共同参画会議｣設置 
･｢配偶者からの暴力の防
止及び被害者の保護に
関する法律｣施行 
･第 1 回男女共同参画週
間(以降、毎年実施) 
･｢仕事と子育ての両立支
援策の方針について｣閣
議決定 

･｢茨城県男女共同参画推
進条例｣施行 
･｢男女共同参画審議会｣
設置 
･｢茨城県女性対策推進本
部｣を｢茨城県男女共同
参画推進本部｣に改称 

2002 
(平成14) 

  ･｢茨城県男女共同参画基
本計画(新ﾊｰﾓﾆｰﾌﾟﾗﾝ)｣
策定 
･｢男女共同参画苦情･意
見処理委員会｣設置 

2003 
(平成15) 

 ･｢女性のﾁｬﾚﾝｼﾞ支援策の
推進について｣男女共同
参画本部決定 
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年 国連等 日本 茨城県 

2003 
(平成15) 

 ･女子差別撤廃条約実施
状況第4回及び第5回報
告審議 
･｢少子化社会対策基本
法｣公布、施行 
･｢次世代育成支援対策推
進法｣公布、施行 

 

2004 
(平成16) 

 ･配偶者からの暴力の防
止及び被害者の保護に 
関する法律｣改正 

 

2005 
(平成17) 

･第 49 回国連婦人の地位
委員会｢北京＋10｣閣僚
級会合(ﾆｭｰﾖｰｸ) 

･｢男女共同参画基本計画
(第 2次)｣閣議決定 
･｢女性の再ﾁｬﾚﾝｼﾞ支援ﾌﾟ
ﾗﾝ｣策定 

･｢女性ﾌﾟﾗｻﾞ男女共同参 
画支援室｣設置 
 

2006 
(平成18) 

 ･｢男女雇用機会均等法｣改正 
･｢女性の再ﾁｬﾚﾝｼﾞ支援ﾌﾟ
ﾗﾝ｣策定 

･｢茨城県男女共同参画実 
施計画(平成 18年度～ 
平成 22 年度)｣策定 

2007 
(平成19) 

 ･｢配偶者からの暴力の防
止及び被害者の保護に
関する法律｣改正 
･｢ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働法｣改正 
･｢仕事と生活の調和(ﾜｰ
ｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ)憲章｣及び
｢仕事と生活の調和推進
のための行動指針｣策定 

  

2009 
(平成21) 

･国連女子差別撤廃委員
会(日本の女子差別徹底
条約実施状況第 6 回報
告に関する審議・勧告) 

･｢育児・介護休業法｣改正 
･女子差別撤廃条約実施
状況第 6回報告審議 

 

2010 
(平成22) 

･第 54 回国連婦人の地位
委員会｢北京＋15｣記念
会合(ﾆｭｰﾖｰｸ) 

･国連ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｺﾝﾊﾟｸﾄ
(UNGC)と UN IFEM(現 UN 
Women)が女性のｴﾝﾊﾟﾜｰﾒ
ﾝﾄ原則(WEPs)を共同で
作成 

･APEC 第 15 回女性ﾘｰﾀﾞｰ
ｽﾞﾈｯﾄﾜｰｸ(WLN)会合(東
京開催) 
･｢仕事と生活の調和(ﾜｰ
ｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ)憲章｣及び
｢仕事と生活の調和推進
のための行動指針｣改定 
･｢第 3 次男女共同参画基
本計画｣閣議決定 

  

2011 
(平成23) 

･「ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ平等と女性の
ｴﾝﾊﾟﾜｰﾒﾝﾄのための国連
機関(UN Women)正式発足 

 ･｢茨城県男女共同参画基
本計画(第 2 次) いきい
きいばらきﾊｰﾓﾆｰﾌﾟﾗﾝ
(平成 23 年度～平成 27
年度)｣策定 

2012 
(平成24) 

･第 56 回国連婦人の地位
委員会「自然災害におけ
るｼﾞｪﾝﾀﾞｰ平等と女性の
ｴﾝﾊﾟﾜｰﾒﾝﾄ」決議案採択 

  

2013 
(平成25) 

 ･｢配偶者からの暴力の防
止及び被害者の保護等
に関する法律｣改正 
･｢日本再興戦略｣の中核
に｢女性の活躍推進｣が
位置づけられる 
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年 国連等 日本 茨城県 

2014 
(平成26) 

･第 58 回国連婦人の地位
委員会「自然災害におけ
るｼﾞｪﾝﾀﾞｰ平等と女性の
ｴﾝﾊﾟﾜｰﾒﾝﾄ」決議案採択 

･｢ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働法｣改正 
･｢女性が輝く社会に向け
た 国 際 ｼ ﾝ ﾎ ﾟ ｼ ﾞ ｳ ﾑ
(WAW!Tokyo2014) 開 催
(以降､毎年開催) 

･｢ｳｨﾒﾝｽﾞﾊﾟﾜｰｱｯﾌﾟ会議｣
設置、｢ｳｨﾒﾝｽﾞﾊﾟﾜｰｱｯﾌﾟ
会議からの提言～ﾁｪﾝ
ｼﾞ!ﾁｬﾚﾝｼﾞ!いばらきｳｰﾏ
ﾝ～｣の提言書を受ける 

2015 
(平成27) 

･第 59 回国連婦人の地位
委員会「北京+20」記念
会合(ﾆｭｰﾖｰｸ) 

･第 3 回国連防災世界会
議(仙台)｢仙台防災枠
組｣採択 

･UN Women 日本事務所開設 
･｢持続可能な開発のため
の 2030 ｱｼﾞｪﾝﾀﾞ｣(SDGs)  
採択（目標 5:ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ平
等を達成し、すべての女
性及び女児のｴﾝﾊﾟﾜｰﾒﾝﾄ
を行う） 

･｢女性の職業生活におけ
る活躍の推進に関する
法律｣公布、一部施行(全
面施行 平成 28) 
･｢第 4 次男女共同参画基
本計画｣閣議決定 
･安保理決議 1325 号の履
行に関する｢女性･平和･
安全保障に関する行動
計画｣策定 

 

2016 
(平成28) 

･G7 伊勢・志摩ｻﾐｯﾄ「女
性の能力開花のための
G7 行動指針」及び「女
性の理系キャリア促進
のための ｲ ﾆ ｼ ｱ ﾃ ｨ ﾌ ﾞ
(WINDS)」に合意 

 

･女子差別撤廃条約実施
状況第7回及び第8回報
告審議 
･｢育児･介護休業法｣及び
｢男女雇用機会均等法｣
等の改正 
･G7 伊勢･志摩ｻﾐｯﾄ｢女性
の能力開花のための G7
行動指針｣及び｢女性の
理系ｷｬﾘｱ促進のためのｲ
ﾆｼｱﾃｨﾌﾞ(WINDS)｣に合意 

･｢茨城県男女共同参画基
本計画(第 3 次)～人が
変わる 組織が変わる 
社会が変わる～(平成
28年度～平成32年度)｣
策定 

2017 
(平成29) 

 ･刑法改正(強姦罪の構成
要件及び法定刑の見直
し等) 

 

2018 
(平成30) 

 ･｢政治分野における男女
共同参画推進法｣公布･
施行 
･ｾｸｼｭｱﾙ･ﾊﾗｽﾒﾝﾄ対策の強
化について～ﾒﾃﾞｨｱ･行
政間での事案発生を受
けての緊急対策～｣策定 

･女性青少年課を女性活
躍･県民協働課に再編
し、知事公室から県民生
活環境部に組織替 

2019 
(平成31･
令和元) 

･G20 大阪首脳宣言 
･W20 日本開催(第 5回 
WAW!と同時開催) 

･｢女性の職業生活におけ
る活躍の推進に関する
法律等の一部を改正す
る法律｣公布 

･｢茨城県男女共同参画推
進条例｣一部改正 

2020 
(令和 2) 

･第 64 回国連女性の地位
委員会｢北京＋25｣記念
会合(ﾆｭｰﾖｰｸ) 

･｢第 5次男女共同参画基
本計画～すべての女性
が輝く令和の社会へ～｣
閣議決定 

･｢女性ﾌﾟﾗｻﾞ｣と｢女性ﾌﾟﾗ
ｻﾞ男女共同参画支援室｣
の機能を一元化し｢男女
共同参画ｾﾝﾀｰ｣を設置 
･｢男女共同参画ｾﾝﾀｰ｣を
｢ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨ推進ｾﾝﾀｰ｣に
改称 
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茨城県男女共同参画推進条例 

平成13年3月28日 

茨城県条例第1号 

茨城県男女共同参画推進条例を公布する。 

茨城県男女共同参画推進条例 

目次 

前文 

第1章 総則(第1条―第7条) 

第2章 男女共同参画の推進に関する基本的施策(第8条―第18条) 

第3章 性別による権利侵害の禁止等(第19条・第20条) 

付則 

 

人はすべて法の下において平等であり、これまで男女平等の実現に向けた様々な取組が

行われてきたが、今なお、十分に実現されるに至っていない。 

今後、少子高齢化の進展や経済活動の成熟化、情報通信技術の高度化など社会経済情勢

の急速な変化に的確に対応し、県民ひとりひとりがものの豊かさと心の豊かさをあわせ持

つ新しい豊かさを実感することができる茨城を目指すためには、男女が、社会のあらゆる

分野において、互いの違いを認め合い、互いに人権を尊重しながら、それぞれの個性と能

力を十分に生かし、共に責任を担うことができる男女共同参画社会を早急に実現すること

が重要である。 

ここに、男女共同参画社会を実現することを目指して、男女共同参画の推進についての

基本理念を明らかにし、県、県民、事業者等が連携し、一体となって男女共同参画の推進

に取り組むことを決意し、この条例を制定する。 

 

第1章 総則 

 

(目的) 

第1条 この条例は、男女共同参画の推進についての基本理念を定め、県、県民及び事業者

の責務を明らかにするとともに、男女共同参画の推進に関する施策の基本となる事項を

定めることにより、男女共同参画社会の実現を総合的かつ計画的に推進することを目的

とする。 

 

(定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 男女共同参画 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあ

らゆる分野における活動に参画する機会が確保され、かつ、共に責任を担うことをい

う。 

(2) 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な
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範囲内において、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをい

う。 

 

(基本理念) 

第3条 男女共同参画は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別による

差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保されること

その他の男女の人権が尊重されることを旨として、推進されなければならない。 

2 男女共同参画は、社会における制度又は慣行が男女の社会における活動に対して及ぼす

影響にできる限り配慮し、男女が性別による固定的な役割分担にとらわれることなく多

様な生き方を選択することができることを旨として、推進されなければならない。 

3 男女共同参画は、男女が、社会の対等な構成員として、県における政策又は民間の団体

における方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されることを旨として、推

進されなければならない。 

4 男女共同参画は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養育、

家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果

たし、かつ、当該活動以外の活動を行うことができるようにすることを旨として、推進

されなければならない。 

5 男女共同参画の推進が国際社会における取組と密接な関係を有していること及び地域

における国際化の進展にかんがみ、男女共同参画は、国際的協調の下に推進されなけれ

ばならない。 

 

(県の責務) 

第4条 県は、前条に定める基本理念(以下「基本理念」という。)にのっとり、男女共同参

画の推進に関する施策(積極的改善措置を含む。以下同じ。)を総合的に策定し、及び実

施する責務を有する。 

2 県は、あらゆる施策を策定し、及び実施するに当たっては、基本理念を尊重するものと

する。 

3 県は、男女共同参画の推進に関する施策について、県民、事業者、市町村及び国と相互

に連携して取り組むように努めるものとする。 

 

(県民の責務) 

第5条 県民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、基本理念

にのっとり、男女共同参画の推進に努めなければならない。 

2 県民は、基本理念にのっとり、県が行う男女共同参画の推進に関する施策に積極的に協

力するように努めなければならない。 

 

(事業者の責務) 

第6条 事業者は、雇用等の分野において、基本理念にのっとり、男女共同参画の推進に努

めなければならない。 

2 事業者は、基本理念にのっとり、男女が職業生活における活動と家庭生活における活動
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を両立できるように就労環境の整備に努めなければならない。 

3 事業者は、基本理念にのっとり、県が行う男女共同参画の推進に関する施策に積極的に

協力するように努めなければならない。 

 

(男女共同参画推進月間) 

第7条 男女共同参画の推進について、県民及び事業者の関心と理解を深めるとともに、男

女共同参画の推進に関する活動が積極的に行われるようにするため、男女共同参画推進

月間を設ける。 

2 男女共同参画推進月間は、毎年11月とする。 

 

第2章 男女共同参画の推進に関する基本的施策 

 

(基本計画) 

第8条 知事は、男女共同参画の推進に関する施策の総合的かつ計画的な実施を図るため、

議会の承認を経て、男女共同参画の推進に関する基本的な計画(以下「基本計画」という。)

を定めなければならない。 

2 基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

(1) 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画の推進に関する施策の大綱 

(2) 前号に掲げるもののほか、男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に

実施するために必要な事項 

3 知事は、基本計画を定めるに当たっては、県民及び事業者の意見を反映することができ

るように、必要な措置を講じなければならない。 

4 知事は、基本計画を定めるに当たっては、あらかじめ、茨城県男女共同参画審議会の意

見を聴くほか、市町村の意見を求めなければならない。 

5 知事は、基本計画を定めたときは、これを公表しなければならない。 

6 第1項及び前3項の規定は、基本計画の変更(規則で定める軽微な変更を除く。)について

準用する。 

 

(広報活動) 

第9条 県は、男女共同参画に関する県民及び事業者の関心と理解を深めるために必要な広

報活動を行うものとする。 

 

(調査研究等) 

第10条 県は、男女共同参画を推進するため、男女共同参画に関する情報の収集、分析及

び調査研究を行うものとする。 

 

(男女共同参画の推進に関する教育等) 

第11条 県は、男女共同参画の推進に関する教育及び学習の充実に努めるものとする。 
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(市町村に対する支援等) 

第12条 県は、市町村が行う男女共同参画の推進に関する基本的な計画の策定及び市町村

が実施する男女共同参画の推進に関する施策を支援するため、情報の提供、技術的な助

言その他の必要な措置を講ずるように努めるものとする。 

2 県は、県が実施する男女共同参画の推進に関する施策について、市町村に対し、協力を

求めることができる。 

 

(県民等に対する支援) 

第13条 県は、県民又は民間の団体が行う男女共同参画の推進に関する活動を支援するた

め、情報の提供その他の必要な措置を講ずるように努めるものとする。 

 

(苦情等の申出及び申出の処理体制の整備) 

第14条 県民及び事業者は、男女共同参画の推進に影響を及ぼすと認められる事項につい

ての苦情その他の意見を知事に申し出ることができる。 

2 知事は、前項の規定による申出を適切かつ迅速に処理するために必要な体制を整備する

ものとする。 

 

(推進体制の整備) 

第15条 県は、男女共同参画の推進を図るために必要な推進体制の整備に努めるものとす

る。 

 

(付属機関等における積極的改善措置) 

第16条 県は、付属機関(地方自治法(昭和22年法律第67号)第138条の4第3項の規定に基づ

く付属機関をいう。)その他これに準ずるものにおける委員の任命又は委嘱に当たっては、

積極的改善措置を講ずるように努めるものとする。 

 

(男女共同参画の状況についての報告等) 

第17条 知事は、男女共同参画の推進に必要があると認めるときは、事業者に対し、男女

共同参画の状況について報告を求めることができる。 

2 知事は、前項の規定により把握した男女共同参画の状況を取りまとめ、公表することが

できる。 

3 知事は、第1項の規定による報告に基づき、事業者に対し、情報の提供その他の必要な

措置を講ずることができる。 

 

(男女共同参画の状況等の公表) 

第18条 知事は、毎年、男女共同参画の推進に資するため、男女共同参画の状況、県が講

じた男女共同参画の推進に関する施策等について公表しなければならない。 

 

第3章 性別による権利侵害の禁止等 

(平31条例12・改称) 
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(性別による権利侵害の禁止) 

第19条 何人も、セクシュアル・ハラスメント(性的な言動により当該言動を受けた個人の

生活環境を害すること又は性的な言動を受けた個人の対応により当該個人に不利益を与

えることをいう。以下同じ。)を行ってはならない。 

2 何人も、配偶者等に対し、身体的又は精神的な苦痛を与えるような暴力的行為を行って

はならない。 

3 何人も、性的指向(自己の恋愛又は性愛の対象となる性別についての指向のことをいう。

以下同じ。)及び性自認(自己の性別についての認識のことをいう。以下同じ。)を理由と

する不当な差別的取扱いを行ってはならない。 

(平31条例12・一部改正) 

 

(情報提供等) 

第20条 県は、セクシュアル・ハラスメント及び配偶者等に対する暴力的行為の防止並び

に性的指向及び性自認を理由とする不当な差別的取扱いの解消を図るため、必要な情報

の提供、啓発及び相談体制の整備を行うものとする。 

(平31条例12・追加) 

 

付 則 

(施行期日) 

1 この条例は、平成13年4月1日から施行する。 

(茨城県行政組織条例の一部改正) 

2 茨城県行政組織条例(昭和38年茨城県条例第45号)の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

 

付 則(平成31年条例第12号) 

この条例は、平成31年4月1日から施行する。 
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男女共同参画社会基本法 

平成11年6月23日 

法律第78号 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条―第12条） 

第２章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策（第13条―第20条） 

第３章 男女共同参画会議（第21条―第28条） 

附則 

 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実

現に向けた様々な取組が、国際社会における取組とも連動しつつ、着実に進められてきた

が、なお一層の努力が必要とされている。 

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化

に対応していく上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にか

かわりなく、その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、

緊要な課題となっている。 

このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を21世紀の我が国社会を決定する

最重要課題と位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策の推進を図っていくことが重要である。 

ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方向を示し、

将来に向かって国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合

的かつ計画的に推進するため、この法律を制定する。 

 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊

かで活力ある社会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関し、

基本理念を定め、並びに国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、男

女共同参画社会の形成の促進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、男女

共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によっ

て社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に

政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担
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うべき社会を形成することをいう。 

二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な

範囲内において、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをい

う。 

 

（男女の人権の尊重） 

第３条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女

が性別による差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確

保されることその他の男女の人権が尊重されることを旨として、行われなければならな

い。 

 

（社会における制度又は慣行についての配慮） 

第４条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行が、性別によ

る固定的な役割分担等を反映して、男女の社会における活動の選択に対して中立でない

影響を及ぼすことにより、男女共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれがある

ことにかんがみ、社会における制度又は慣行が男女の社会における活動の選択に対して

及ぼす影響をできる限り中立なものとするように配慮されなければならない。 

 

（政策等の立案及び決定への共同参画） 

第５条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、国若しくは地

方公共団体における政策又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画

する機会が確保されることを旨として、行われなければならない。 

 

（家庭生活における活動と他の活動の両立） 

第６条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の

下に、子の養育、家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員として

の役割を円滑に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行うことができるようにすること

を旨として、行われなければならない。 

 

（国際的協調） 

第７条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有してい

ることにかんがみ、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければなら

ない。 

 

（国の責務） 

第８条 国は、第３条から前条までに定める男女共同参画社会の形成についての基本理念

（以下「基本理念」という。）にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施

策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有す

る。 
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（地方公共団体の責務） 

第９条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関し、

国の施策に準じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策

定し、及び実施する責務を有する。 

 

（国民の責務） 

第10条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、基本理

念にのっとり、男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなければならない。 

 

（法制上の措置等） 

第11条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するため必要な法制

上又は財政上の措置その他の措置を講じなければならない。 

 

（年次報告等） 

第12条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講じた男女共

同参画社会の形成の促進に関する施策についての報告を提出しなければならない。 

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して講じよう

とする男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、これ

を国会に提出しなければならない。 

 

第２章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策 

 

（男女共同参画基本計画） 

第13条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進

を図るため、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女共同参

画基本計画」という。）を定めなければならない。 

２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的か

つ計画的に推進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を作

成し、閣議の決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、男女共同

参画基本計画を公表しなければならない。 

５ 前２項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。 

 

（都道府県男女共同参画計画等） 

第14条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域における 男

女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県男

女共同参画計画」という。）を定めなければならない。 
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２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の

促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市

町村の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な

計画（以下「市町村男女共同参画計画」という。）を定めるように努めなければならな

い。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を定

め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

 

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第15条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施

策を策定し、及び実施するに当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければな

らない。 

 

（国民の理解を深めるための措置） 

第16条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念に関する国民の理解を深

めるよう適切な措置を講じなければならない。 

 

（苦情の処理等） 

第17条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共同

参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理のために必要

な措置及び性別による差別的取扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因

によって人権が侵害された場合における被害者の救済を図るために必要な措置を講じ

なければならない。 

 

（調査研究） 

第18条 国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関す

る調査研究その他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査

研究を推進するように努めるものとする。 

 

（国際的協調のための措置） 

第19条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、外国政府又は

国際機関との情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の

円滑な推進を図るために必要な措置を講ずるように努めるものとする。 

 

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援） 

第20条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策及び
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民間の団体が男女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支援するため、情報の

提供その他の必要な措置を講ずるように努めるものとする。 

 

第３章 男女共同参画会議 

 

（設置） 

第21条 内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」という。）を置く。 

 

（所掌事務） 

第22条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 男女共同参画基本計画に関し、第13条第３項に規定する事項を処理すること。 

二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参

画社会の形成の促進に関する基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審議す

ること。 

三 前二号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、内閣総理

大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べること。 

四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を監視し、

及び政府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると認め

るときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べること。 

 

（組織） 

第23条 会議は、議長及び議員24人以内をもって組織する。 

 

（議長） 

第24条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。 

２ 議長は、会務を総理する。 

 

（議員） 

第25条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。 

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者 

二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大臣が

任命する者 

２ 前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の10分の５未満であってはなら

ない。 

３ 第１項第二号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号に規定する議員

の総数の10分の４未満であってはならない。 

４ 第１項第二号の議員は、非常勤とする。 

 

（議員の任期） 

第26条 前条第１項第二号の議員の任期は、２年とする。ただし、補欠の議員の任期は、
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前任者の残任期間とする。 

２ 前条第１項第二号の議員は、再任されることができる。 

 

（資料提出の要求等） 

第27条 会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行政機

関の長に対し、監視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明その

他必要な協力を求めることができる。 

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定

する者以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。 

 

（政令への委任） 

第28条 この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員その他会議に関し

必要な事項は、政令で定める。 

 

附 則 抄 

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から施行する。 

（男女共同参画審議会設置法の廃止） 

第２条 男女共同参画審議会設置法（平成９年法律第７号）は、廃止する。 

（経過措置） 

第３条 前条の規定による廃止前の男女共同参画審議会設置法（以下「旧審議会設置法」

という。）第１条の規定により置かれた男女共同参画審議会は、第21条第１項の規定に

より置かれた審議会となり、同一性をもって存続するものとする。 

２ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第４条第１項の規定により任命された男女共

同参画審議会の委員である者は、この法律の施行の日に、第23条第１項の規定により、

審議会の委員として任命されたものとみなす。この場合において、その任命されたもの

とみなされる者の任期は、同条第２項の規定にかかわらず、同日における旧審議会設置

法第４条第２項の規定により任命された男女共同参画審議会の委員としての任期の残

任期間と同一の期間とする。 

３ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第５条第１項の規定により定められた男女共

同参画審議会の会長である者又は同条第３項の規定により指名された委員である者は、

それぞれ、この法律の施行の日に、第24条第１項の規定により審議会の会長として定め

られ、又は同条第３項の規定により審議会の会長の職務を代理する委員として指名され

たものとみなす。 

 

附 則 （平成11年７月16日法律第102号） 抄 

（施行期日） 

第１条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成11年法律第88号）の施行の日か

ら施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 略 
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二 附則第10条第１項及び第５項、第14条第３項、第23条、第28条並びに第30条の規定 

公布の日 

（委員等の任期に関する経過措置） 

第28条 この法律の施行の日の前日において次に掲げる従前の審議会その他の機関の会長、

委員その他の職員である者（任期の定めのない者を除く。）の任期は、当該会長、委員

その他の職員の任期を定めたそれぞれの法律の規定にかかわらず、その日に満了する。 

一から十まで 略 

十一 男女共同参画審議会 

（別に定める経過措置） 

第30条 第２条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要となる経

過措置は、別に法律で定める。 

 

附 則 （平成11年12月22日法律第160号） 抄 

（施行期日） 

第１条 この法律（第２条及び第３条を除く。）は、平成13年１月６日から施行する。ただ

し、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第995条（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の一部を改正す

る法律附則の改正規定に係る部分に限る。）、第1305条、第1306条、第1324条第２項、

第1326条第２項及び第1344条の規定 公布の日 
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